
新潟市避難行動要支援者支援制度賠償保険実施要綱 

 

令和４年４月１日制定 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新潟市（以下「市」という。）の避難行動要支援者支援制度に基づき、地域団

体等又は個人が行う避難支援等の活動について、活動中の事故等により、市又は避難支援等の活

動を行う地域団体等及び個人が、法律上の損害賠償責任を負った場合に対応するため、市が損害

保険会社等（以下「保険会社」という。）と、新潟市避難行動要支援者支援制度賠償保険契約を

締結し本保険制度を実施するにあたり必要な事項を定める。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 （１） 避難支援等の活動を行う地域団体等 

自治会・町内会、地域コミュニティ協議会、区自治協議会、自治会連合団体、自主防災組織

または左記の住民組織を構成母体とする班、組、部会等の住民組織のうち、災害時において

避難行動要支援者名簿を基に、組織的な活動として避難行動要支援者への避難支援等を行う

組織のことをいう。 

 （２） 避難支援等の活動を行う個人 

本市の避難行動要支援者支援制度に基づく個別避難計画に、避難行動要支援者を直接支援す

る者として記載された個人、地域団体の役員のことをいう。 

（３） 避難支援等実施者 

    避難支援等の活動を行う地域団体等及び避難支援等の活動を行う個人のことをいう。 

 

（対象者及び対象活動） 

第３条 本保険制度の対象者は次に掲げるとおりとする。 

（１） 新潟市 

（２） 避難支援等実施者 

２ 本保険制度の対象活動は、避難支援等実施者が災害時等において、新潟市避難行動要支援者支援

マニュアル（自治会・町内会・自主防災組織用）に基づき、避難行動要支援者に対して行う避難

支援等の活動をいう。 

 

（保険対象事故） 

第４条 避難支援等実施者が避難支援等の活動中、他人に身体傷害又は財物損壊等を与え、市又は避

難支援等実施者が法律上の損害賠償責任を負うことになった場合の事故を保険対象とする。但し

避難支援等実施者が避難行動要支援者や第三者から預かった財物への損壊等の事故を除くものと

する。 

 

（損害賠償責任事故の補償限度額） 

第５条 損害賠償責任事故の補償限度額は、別表１のとおりとする。 

 

（事故の通報及び報告） 

第６条 避難支援等実施者又は当該関係者（以下「避難支援等実施者等」という。）は、第３条第２

項の活動において、本保険制度の対象と思われる事故が発生した場合は、速やかに、市に通報す

るとともに、別記様式第１号による通報書を提出しなければならない。 

２ 避難支援等実施者等は、前項の通報の後に、速やかに、別記様式第２号による報告書を市に提出

しなければならない。 

３ 市は、前項の報告を受理した場合においては、速やかにその旨を保険会社に通知するものとする。 



（保険金の請求手続き） 

第７条 損害賠償責任事故による保険金は、賠償責任者と被害者との間で法律上の損害賠償責任に係

る問題が解決した後、賠償責任者が保険会社へ保険金請求に必要な書類を提出するものとする。 

２ 保険会社は、保険金を支払う場合、保険金の請求者が指定する金融機関の口座に振り込むものと

する。 

３ 請求後の手続きについては、保険会社の指示によるものとする。 

４ 保険会社は、賠償責任者と保険審査手続きを行い、保険金の支払い完了後にその旨を市と保険利

用者へ速やかに通知するものとする。 

５ 市は必要に応じて、保険金の請求等にかかる事務について、保険会社に協力するものとする。 

 

（保険期間） 

第８条 本保険制度の保険期間は、毎年４月１日から１年間とする。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めのない事項は、保険契約に係る約款の定めるところによる。 

２ 前項に規定するもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表１（第５条関係） 

補償区分 補償限度額 

対人賠償 １名・１事故につき１億円 

対物賠償 １事故につき１億円 

 


